
イギリス賃金審議会法における「報酬」

はじめに

労働契約は、労務提供と賃金支払という、一対の義務を要素とする双務契約である １。私的自治、契約
自由の原則のもとでは、賃金は、基本的契約内容として、労使が自由に決定（合意）できる約定事項であ
る ２。しかし、使用者と労働者間の交渉力格差から、歴史上、労働者はしばしば搾取の対象となったため、
搾取される脆弱な労働者の保護を目的とした制度が最低賃金制度であるとされてきた ３。こうした契約自
由の原則への国家（政府）の介入による修正を正当化するために、手続的正当化アプローチと実体的正当
化アプローチという２つのアプローチが提示される ４。このうち、実体的正当化アプローチとは、「最低賃
金の額それ自体の妥当性を問題にし、そこに一定の内容が実現されていることをもって正当化根拠とする
アプローチ」である ５。例えば ILO は、最低賃金の有効性を測定する要素の１つとして、「設定される最低
賃金の水準」を挙げ、「適正な（adequate）最低賃金水準が求められている」と報告している ６。では最低
賃金を「実体的に正当化」しうる「適正な最低賃金水準」とはどのような考慮要素によって決定されるの
か。例えば日本の最低賃金法では、地域別最低賃金を定める際の考慮要素として「労働者の生計費」およ
び「賃金」、並びに「通常の事業の支払能力」の３つを規定している（９条２項）。そして、2007年の法改
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正時には、「労働者の生計費」について、「労働者が健康で文化的な最低限度の生活を営むことができるよ
う、生活保護に係る施策との整合性に配慮するものとする」という規定が追加された（９条３項） ７。これ
は、最低賃金の主な受益者である非正規雇用労働者の増加により、非正規労働者の中でも家計維持的な者
が増加し、最低賃金そのものにも家族の生計を維持する機能を求める声が高まり、制度に反映されたため
である ８。こうした、最低賃金に（ときに家族を含めた）生計維持の機能（以下、「生計維持機能」という）
を求める声は一層強まっている ９。労働法分野の研究者からも「適正な最低賃金水準」の考慮要素として、
雇用労働者が自立した生活者として生計を維持することが可能な水準や、「生活賃金」の考え方を取り入れ
る必要性についての指摘がなされている 10。
「適正な最低賃金水準」の考慮要素として生計維持機能が注目されていることは先に示した。しかし生計

維持機能としては社会保障制度も存在し、その境界は必ずしも明確ではない。例えば、2007年の最低賃金
法改正について、社会保障給付として所得保障を行う生活保護制度と、労働の対価としての賃金の最低額
を保障する最低賃金制度とは、趣旨目的が異なり、単純に比較することは適切でないという指摘がある 11。
この指摘の背景には、最低賃金制度を「労働の対価としての賃金の最低額を保障する制度」とみなす見解
と、「生計維持機能を担う制度」とみなす見解の混在があるのではないか。すなわち、最低賃金制度を「労
働の対価としての賃金の最低額を保障する制度」として見るか、「生計維持機能を担う制度」として見るか
によって、最低賃金制度に期待される役割が異なることになるのである。このことから、労働法学及び社
会保障法学における最低賃金制度の位置づけについての議論が十分になされていないことを指摘する余地
がある。この問題は、労働による稼得と社会保障によるサポートの組み合わせによる「生活保障」のため
の労働法学と社会保障法学の連携を検討するうえでも重要な論点となりうると考える 12。

この問題に取り組むうえで示唆を得るため、本稿ではイギリスの最低賃金制度を検討対象とする。それ
は、イギリスの最低賃金制度をめぐる議論においては、分析概念としての２つの賃金概念を用いて、最低
賃金制度の歴史的展開の分析を行う研究がみられ、そうした分析手法を用いた検討が、上記の問題を考察
する上で有用であると考えるからである。

7	 具体的には、「最低賃金は生活保護を下回らない水準となるよう配慮するという趣旨である」（平成20.7.1基発0701001号）
と説明されている。唐津・前掲註（2）論文269頁。

8	 関根由紀「2007年改正最低賃金法と社会保障の関係性を改めて考える」季刊労働法254号（2016年） 19頁。厚生労働省も、
最賃法改正の経緯について、「サービス経済化などの産業構造の変化やパートタイム労働者等の就業形態の多様化の進展
などの環境変化がみられる」ことをふまえ、「最低賃金制度が安全網として一層適切に機能することが求められていた」
と述べている。厚生労働省労働基準局勤労者生活部勤労者生活課「最低賃金法改正の概要」ジュリスト1351号（2008年）
52頁。

9	 アメリカのファイト・フォー・フィフティーン運動の影響もあり、日本でも2015年ごろから、若者を中心としたデモな
どで「最低賃金1500円」を求める動きが起き始めている。日本弁護士連合会貧困問題対策本部編『最低賃金 : 生活保障の
基盤』（岩波書店、2019年） 56-57頁。

10	 最低賃金額の水準については、菊池高志「巻頭言　最低賃金の法制度と運用―思想が問われる―」季刊労働法218号
（2007年）１頁。「生活賃金」については、橋本陽子「最低賃金法改正の意義と課題」ジュリスト1351号（2008年）63頁
を参照。また、賃金は「労働条件の法原則」によって規律されるべきであるとし、法原則の１つとして「適正水準原則」
を提示するものとして、唐津博「第１章　賃金の法政策と法理論―賃金に対する法的規制と法政策の規範論」日本労働法
学会編『講座労働法の再生 第３巻』（日本評論社、2017年）3-24頁を参照。

11	 関根・前掲註（8）論文19頁。
12	 生活保障のための労働法学と社会保障法学との連携の必要性を検討する研究として、島田陽一「これからの生活保障と労

働法学の課題―生活保障法の提唱」根本到ほか編『労働法と現代法の理論―西谷敏先生古稀記念諭集〈上〉』（日本評論
社、2013年）65-73頁、石田眞「シンポジウムの趣旨と総括」日本労働法学会誌122号（2013年）89-96頁、島田陽一「貧
困と生活保障―労働法の視点から―」日本労働法学会誌122号（2013年）103-108頁、菊池馨実「貧困と生活保障―社会
保障法の観点から―」日本労働法学会誌122号（2013年）109-118頁、林健太郎『所得保障法成立史論　イギリスにおけ
る「生活保障システム」の形成と法の役割』（信山社、2022年）。
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Adams は、イギリスの最低賃金制度を歴史的に分析する過程で、最低賃金には２つの競合的な（compet-

ing）概念が存在し、それらを峻別する必要があると指摘した 13。第１に、最低賃金は、市場に「均衡（equi-

librium）」を取り戻すために設計された「市場是正装置（market-correcting device）」であるという概念 14、
第２に、最低賃金は、労働者の一般的な生計費（customary living costs）を反映するものであるという概
念である 15。Adams によれば、これら２つの概念は、賃金の異なる、しかし相互依存的（interdependent）
な２つの機能を反映している 16。第１は、意思決定（decision-making）を調整するため、労働市場におい
て取引（exchanged）される労働力という商品（commodity）の価格としての機能 17、第２は、その商品を
再生産（reproducing）するための費用（cost）としての機能 18である。Adams は、第１の機能を果たす賃
金を「市場賃金（market wage）」と呼称し、第２の機能を果たす賃金を「社会的賃金（social wage）」と呼
称する 19。

本稿は、上記「市場賃金」及び「社会的賃金」という２つの分析概念を用いて、イギリスの最低賃金制
度を歴史的に分析し、労働法学及び社会保障法学における最低賃金制度の位置づけを明確にするための示
唆を得ることを目的とする。

１．分析概念としての「市場賃金」と「社会的賃金」

（1）市場賃金
Adams は、「市場賃金」を「商品の価格（price of commodity）としての賃金」と定義する 20。商品とし

ての労働力は労働市場において取引されるが、「商品の価格としての『市場賃金』は、意思決定を調整する
機能を有する」ものである 21。つまり「市場賃金」とは、「労働市場において労働力の需給を調整する機能
を有する『労働力という商品の価格』」を表す概念である。Adams によれば、「市場賃金」は、「労働力と
いう財産（property in labour）」あるいは「提供された労働力（labour rendered）」と引き換えに支給され、
その主な支給対象は生計を維持するためには自らの労働力しか有しない者たちであった 22。こうした者た
ちは、イギリス労働法規制において「労働者（worker）」として規定されていた 23。

13	 Zoe Adams, Understanding the minimum wage: Political economy and legal form （Cambridge Law Journal, 78（1）, 2019） 

p.43. イギリス最低賃金法制を歴史的に分析した先行研究として、本文中に掲げたもののほか、藤本武『最低賃金制度の
研究』（日本評論新社、1961年）、相沢与一『現代最低賃金制論』（労働旬報社、1975年）、浅田毅衛「イギリスにおける
最低賃金制の歴史的展開」明大商學論叢42巻１号（1958年）73頁以下、松永友有「イギリス商務院と最低賃金制度の形
成－1909年産業委員会法をめぐって－」社会経済史学77巻１号（2011年）93頁以下、金仁子「イギリスにおける産業委
員会法（The Trade Boards Act 1909）の成立」Discussion Paper Series B（Hokkaido University）（2017年）１頁以下、西
畑佳奈「最低賃金の実効的な履行確保手段（2）･（3 ･ 完）－イギリス最低賃金立法からの示唆－」立命法学398号（2021
年）385頁以下、401号（2022年）414頁以下等。

14	 Ibid. 前述の、最低賃金を「労働の対価としての賃金の最低額を保障する制度」とみなす見解に相当。
15	 Ibid. 前述の、最低賃金を「生計維持機能を担う制度」とみなす見解に相当。
16	 Ibid.
17	 Ibid.
18	 Ibid. なお、この再生産は、市場に限定されるものではなく、より一般的に社会において実行されるものである。
19	 Ibid. なお、Adams は「social wage」の別称として「natural wage」という呼称も提示している。しかし Adams が文献に

おいて多く用いる呼称が「social wage」であること、賃金の「社会的再生産機能」に着目する本稿の趣旨から、本稿にお
いては「social wage（社会的賃金）」の呼称を用いる。

20	 Ibid., p.42.
21	 Ibid., p.43.
22	 Zoe Adams, Labour and the Wage （Oxford University Press, 2020）, p.133.
23	 Ibid., p.253. 
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（2）社会的賃金
Adams は、「社会的賃金」を「（労働力という）商品を再生産するための費用としての賃金」と定義す

る 24。Adams によれば、「社会的賃金」は、報酬（remuneration）という法的概念を通じて表現される 25。
報酬は「対価（quid pro quo）」 26を意味し、給与（salary）と呼ばれる金銭的給付と、非金銭的・補足的給
付から構成されている 27。Adams によれば、給与とは「何らかの契約または約定（appointment）の下で履
行された労務提供（services rendered）に対する支給」として定義される 28。しかしここでいう「履行され
た労務提供」とは「実際に役務（duty）を履行することを求められている」のではなく、「役務を履行する
義務（obligation）の下にある」という意味である 29。例えば、2015年全国最低賃金規則（National Minimum 

Wage Regulations 2015）における「給与時間労働（salaried hours work）」の定義の１つに「実際に働いた
労働時間に関わらず支給を受けることのできる契約を結んでいること」が規定されている 30。Adams によ
れば、給与は一定の立場（position）又は官職（office）を有する職業（occupation）に対する定期的

（regular）かつ無条件（unconditional）の支給であり、その水準は、役職と官職保有者（office-holder）の
地位のために必要な水準に設定され、誠実な（faithful）労務提供を行う継続的な（ongoing）義務を前提
条件とする 31。こうした給与は主に公共部門において用いられてきた 32。しかし19世紀以降に専門職（pro-

fessionals）が会社を経営するようになるにつれて、その会社との雇用契約（contract of employment）に基
づいた給与が、民間においても専門職の被用者（professional employees）に対して拡大していくことと
なった 33。こうして「被用者（employee）」に対しては、「雇用（employment）」という法的概念を通じて、
歴史的に「社会的賃金」が保障されてきた 34。つまり「社会的賃金」とは、具体的には雇用関係の存在を
前提として、労働市場の影響を受けることなく、定期的に、かつその立場を維持することが可能な水準に
おいて支給される賃金のことをいう。「社会的賃金」では、労働力の再生産に必要な生計費としての「雇用
の社会的費用（social costs of employment）」を使用者が負担することになる 35。この点が、「雇用の社会的
費用」を労働者に転嫁する「市場賃金」との大きな違いの１つであるといえる。

（3）イギリス最低賃金法制における「市場賃金」と「社会的賃金」
Adams によれば、イギリスにおける最低賃金法制は「市場賃金」及び「社会的賃金」それぞれの賃金概

24	 Adams, supra note 13, p.43.
25	 Adams, supra note 22, p.128.
26	 Ibid., p.131. 「quid pro quo」とは「対価」を意味し、「約束の見返りに相手方から得るなんらかの価値あるもの」を指す。

小山貞夫編著『英米法律語辞典』（研究社、2011年）912頁。
27	 Ibid., p.131. 非金銭的利益・補足的給付の具体例として、「歩合（commission）や現物給付（benefits in kind）」が挙げら

れる。
28	 Ibid., p.130.
29	 Ibid., pp.130-131.
30	 National Minimum Wage Regulations 2015, Reg. 21（4）.
31	 Adams, supra note 22, p.129.
32	 Ibid., p.128.
33	 Ibid., p.130. なお、こうした専門職は、雇用関係が浸透する以前の時代には、顧客からの謝礼（fees）と引き換えに労務

提供を行っていた。これらの謝礼は、職業水準に応じてギルドや専門職組織（professional organizations）によって厳し
く規制されていた。そしてこうした組織への加入は教育を受けた裕福なエリートに成員（membership）を限定していた。

34	 被用者（employee）とは、雇用契約（contract of employment）を締結した者であって、ここでいう雇用契約は雇傭契約
（a contract of service）を意味する。雇傭契約とは、サーバントのマスターに対する排他的労務提供とマスターのサーバ
ントに対する生活維持という古典的な相互的関係を基礎としながら、救貧法や主従法の展開を通じて形成されてきたも
のである。石田信平「第４章　イギリス法」石田信平・竹内（奥野）寿・橋本陽子・水町勇一郎『デジタルプラットフォー
ムと労働法 労働者概念の生成と展開』（東京大学出版会、2022年）103頁参照。

35	 Adams, supra note 22, p.125.
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念を前提として歴史的に展開されてきた。「市場賃金」を前提とした最低賃金立法 36では、主に市場におけ
る公正な競争（fair competition）と効率的な資源配分（efficient resource allocation）の保障に関する労働
市場政策が選択された 37。対照的に、「社会的賃金」を前提とした最低賃金立法 38では、（当時の）共同体や
政治による労働者の生活水準への期待を労働者の所得に結びつけ、「雇用の社会的費用」の一部を使用者に
転嫁する労働市場政策が選択された 39。すなわち、「社会的賃金」に基づいた最低賃金法制は、労働を通じ
て得られる賃金により生計維持が可能になることを目指し、そのための「雇用の社会的費用」の一部を使
用者に転嫁しようとするものであった。

以下では、1945年賃金審議会法（Wages Councils Act 1945）成立に至るまでのイギリス最低賃金法制史
を、「市場賃金」及び「社会的賃金」概念を用いて、歴史的に分析していく。

２．最低賃金法制史における「市場賃金」と「社会的賃金」

（1）封建的土地保有関係に基づく「社会的賃金」
イングランドでは、14世紀に至るまでに、マナー（荘園）領主がその保有する土地に属する農奴ないし

隷農（以下、「農奴」で統一する。）に対し、自らの直営地における農業への従事（賦役）を求め、その見
返りに一定の耕作地の保有を認める封建的土地保有関係を通じた制度（賦役労働制）を確立させていた 40。
領主は自らの領地に属する農奴を自然災害や外敵等から守り、また貧困から保護するという慣習に基づく
責務を負っていた 41。つまり、土地保有関係を基礎とした領主と農奴との関係には、後者に対して賦役労
働義務が課されていたという側面とともに、前者による後者の生活の維持・困窮からの保護という側面が
存在していた 42。こうした土地保有という財産権に基づいた封建的関係のことはテニュア（tenure）と呼ば
れる 43。テニュアは、「土地の権利が労務提供の債権を生じさせる」という前提のもと、労務を提供する農
奴はその労務提供と引き換えに、生計維持を保障される権利と、社会経済的リスクに対する一定の保護を
享受することができる関係であった 44。こうしたテニュアにおける特定の相互義務（mutual obligations）が
黙示されるような財産に基づく関係（property relation）としての労務提供モデルは、労働法の文脈におい
て制定法のなかにも内在していた 45。例えば、1563年職人規制法（Statute of Artificers 1563）では、マス
ターによるサーバントの契約期間内の不当解雇（unduly dismissing）、そしてサーバントによる不当な離職

（unduly departing）又は労務提供拒否（refusing to service）に対して罰則が設けられた 46。他方で、職人
規制法は、「法が正当に執行されれば、怠惰を追放し、農業を奨励し（banishe idleness advance husband-

rye）、雇われた者（hired pson）に対して豊凶のいずれのときを問わず（both in the tyme of scarsitee and in 

the tyme of plentye）、適切な賃金率（convenient proporcon of Wages）を与える」と規定しており、この点

36	 例として1909年産業委員会法（Trade Boards Act 1909）が挙げられる。
37	 Adams, supra note 13, p.44.
38	 例として1945年賃金審議会法（Wages Councils Act 1945）が挙げられる。
39	 Adams, supra note 13, p.44.
40	 林・前掲註（12）書51頁。
41	 林・前掲註（12）書54-55頁。
42	 林・前掲註（12）書55頁。
43	 Adams, supra note 22, p.84. テニュア（tenure）に関しては、戒能通厚編『現代イギリス法事典』（新世社、2003年）27-28

頁も参照。
44	 Ibid., p.84.
45	 Ibid., p.92.
46	 Statute of Artificers 1563. 5 Eliz.1, c.4. s.6.  
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においてマスターとサーバントの相互義務的な関係を読み取ることができる 47。このように、制定法から
は労務提供における使用者の財産、賃金及び生計維持に対するサーバントの権利を読み取ることができ
る 48。このことは「社会的賃金」の一形態を提供し、労務提供についての領主の権利と引き換えに土地を
占有する農奴の権利に対する機能的な代替物となった 49。すなわち職人規制法は、領主と農奴との土地保
有関係を基礎とした相互義務関係と、賃金を基礎としたマスターとサーバントの相互義務関係を、類似の
ものであるという理解のうえに制定されたものと考えることができる。コモン・ロー裁判所においても、
マスターが徒弟（apprentice）を虐待（misuse）したり悪意を持って取り扱った場合（evil intreat）、ある
いは徒弟が不満（complain）を表明し、マスターに対する役務（duty）を果たさない場合には、治安判事

（justice of the peace）や市長（mayor）は必要な措置を取るよう命令（order and direction）を発すること
ができるとの判断が示されていた 50。テニュアは、「雇用の社会的費用」を使用者に転嫁する「社会的賃金」
の一形態であり、労働者の生計維持の費用を負担する使用者の義務を黙示的に含んでいた 51。こうした相
互義務的なテニュアの概念は、概ね18世紀まで維持された 52。

（2）「市場賃金」の形成
19世紀末までには、都市人口の増加、工場制度の拡大により、賃金労働者が増加した 53。土地に基礎を

置く関係が希薄化したことにより、サーバントという用語は「賃金のために自らの労働力を売った者」を
指すようになった 54。労務提供への対価は、生計維持の保障やそれと同等の最低所得を保障する「社会的
賃金」ではなくなった 55。賃金は「市場で取引された商品の価格」として現れ、その額は需給によって設
定されることとなった 56。使用者は未熟練の労働者を低賃金で雇用し、作業（task）を割り振ることによ
り、労働力の供給を増やした 57。不安定化する賃金支払のもとでは現物支給の慣行も一般的になり、それ
への対応として1831年現物支給禁止法（Truck Act 1831）が制定された 58。現物支給禁止法は、「賃金

（wage）」について、「ある特定の時間（a certain time）又は特定の量（a certain amount）、もしくは不特定
の時間又は量（a time or an amount uncertain）いずれにおいても関わらず」「履行された（done）、又は履
行される予定の（to be done）労働（labour）に対する補償（recompence）、報償（reward）、又は報酬

（remuneration）として支払われる（paid）、引き渡される（delivered）、又は与えられる（given）ことに
なっている、あるいはそのことを契約した金銭（money）又はその他のもの（other thing）」と定義した 59。
すなわち、現物支給禁止法における「賃金」は、封建時代に見られたような「相互関係・互恵関係に基づ

47	 Ibid., s.6. 訳に際しては、林・前掲註（12）書99頁及び岡田与好『イギリス初期労働立法の歴史的展開』（お茶の水書房，
1961年）58頁を参照した。

48	 Adams, supra note 22, p.92.
49	 Ibid., p.92.
50	 Hawkesworth and Hillary’s Case（1668） 85 ER 435. 
51	 Adams, supra note 22, p.125.
52	 Ibid., p.125.
53	 川北稔『イギリス史 下』（山川出版社、2020年）  28頁。
54	 Adams, supra note 22, p.103.
55	 Ibid., p.103.
56	 Ibid., p.126. なお、この際、仕事の量に応じて報酬が支払われる「出来高払い」ではなく、時間給が一般化した。川北・

前掲註（53）書38頁。
57	 Adams, supra note 22, p.107.
58	 現物支給禁止法は、通貨払いを使用者に義務づけ、その違反のあった場合には、使用者は罰せられ、労働者はその価値を

回復する権利を与えられた。小宮文人『イングランド雇用関係法史 制定法とコモン・ローの役割の変遷』（旬報社、2022
年）207頁。

59	 Truck Act 1831 （An Act to prohibit the Payment, in certain Trades, of Wages in Goods, or otherwise than in the current Coin 

of the Realm）, s.25.
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いたサービスに対する給付」ではなく、時間や量によって測られるような「商品（労働力）に支払われた
価格」とみなされたのである。これにより、「社会的賃金」ではなく「市場賃金」を支払われる労働者が増
加した 60。

19世紀末において、コモン・ロー裁判所が「市場賃金」と「社会的賃金」を区別していたことを示す判
例として Gordon v Jennings 61が挙げられる。本件では会社の秘書（secretary）に支払われる年間200ポン
ドが、賃金差押廃止法（Wages Attachment Abolition Act）に含まれる「サーバント（servant）」の「賃金

（wages）」に該当するかが争われた。Grove 判事は、「『賃金』という用語は、国家（state）や企業
（company）における高い地位（status）、あるいは重要な地位の職員（officer）の報酬に対しては適用され
ず、家内奉公人（domestic servant）や就労者（labourer）、あるいはそれらの者と同種の者のそれに対し
て適用されるものである」と述べた 62。そして、「サーバントという言葉は労働者（workman）と就労者

（labourer）と並置（collocation）される」としたうえで、「サーバント、労働者、就労者は短期間（short 

period）において少額の賃金（small wages）を受ける」とし、当該秘書は「四半期ごとに、年間200ポン
ドの給与を支払われる秘書である。当該秘書の立場（position）と報酬は、熟練のいらない（menial）サー
バントや就労者と同じ種類の中にあるとは言えないと考える。」と述べた 63。本件で扱われたような給与労
働者（salaried workers）は、主従法（Master and Servant law）から適用除外されていた 64。給与労働者の
ような被用者と、主従法が適用されるサーバントは、労働関係において異なる形態として認識されてい
た 65。この点について、Deakin と Wilkinson は、被用者とサーバントの取扱いの違いは、両者の社会経済
的な地位の差によるものだと考察している 66。19世紀末から20世紀初頭にかけて、被用者は引き続き「社
会的賃金」を享受することができていた一方で、現物給与支給法のもとで基礎づけられたサーバント（労
働者）は、同法の規定する「労働力という商品の価格」としての「市場賃金」しか得ることができなかっ
た。こうしたサーバントは「苦汗（sweating）」労働者として位置づけられ、その賃金は極端に低かった 67。

（3）「市場賃金」を前提とした最低賃金立法
「苦汗」労働への反対運動が最高潮に達した結果、1909年産業委員会法（Trade Boards Act 1909）が成

立した 68。産業委員会法の適用対象は当初４種の苦汗産業に限定された 69。そして、産業委員会法に与えら
れた権限は、産業委員会が時間制の仕事（time work）の最低時間賃金率（minimum time rate）及び出来

60	 現物支給禁止法は、「労働者（worker）」概念形成の基礎も提供した。同法の適用範囲は労務の非代替的な提供を義務付
けられている者とされ、仕事の結果ではなく、自らの労働を他人に売り渡しているかどうかが、労働者階級か否かの分水
嶺であると考えられた。石田・前掲注（34）論文113頁。

61	 Gordon v Jennings （1882） 9 QBD 45.
62	 Ibid., at p.46. per Grove J.
63	 Ibid. なお、当該秘書の給与は生計を維持する（keep life up）に十分な（sufficient）額以上であったことにも言及されて

いる。
64	 Simon Deakin and Brown Wilkinson, The Law of the Labour Market,（Oxford University Press, 2004）, p.79. 主従法を例に取

れば、適用除外されていたのは管理監督職（managers）、政府職員（agents）、事務員（clerk）などである。適用除外は、
官職（office）の概念に関連づけられていたと Deakin は述べている。

65	 Ibid.
66	 Ibid.
67	 F. J. Bayliss, The British Wages Councils （Oxford, London, 1962）, p.1.
68	 前川嘉一「イギリス最低賃金制発展過程の一考察（1）－1909年法から1918年法へ」京都大学経済論叢82巻１号（1958

年）4-5頁。
69	 Trade Boards Act 1909の Schedule において言及されている対象産業は、既製服製造業（Ready-made and wholesale 

bespoke tailoring）、紙箱製造業（making of boxes）、レース修理・仕上げ業（Machine-made lace and net finishing）、鎖製
造業（Hammered and dollied chain-making）の４業種である。その後、1913年に５産業へと拡大。神吉・前掲註（4）書 

103頁。産業委員会法制度の詳細及び1918年改正については、同書98-110頁を参照。
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高制の仕事（piece work）の一般最低出来高賃金率（general minimum piece rate）を決定する権限に限定
されていた 70。産業委員会の決定対象とされた賃金の性質について、示唆的な判例がSkinner v Jack Breach 

Ltd である 71。本件において産業委員会法の適用対象となる特定の産業（specified trades）とは何かが問題
になった際、Hewart 卿は、「産業という言葉は売買の過程（process of buying and selling）を意味し」、「熟
練労働者（skilled labour）の職業（calling）や産業（industry）、階級（class）を意味する」と述べた 72。こ
のように、産業委員会法は、「苦汗」労働者を「労働力という商品」を取引に出す者、つまり「市場賃金」
を稼得する者であるという理解を前提としていた 73。このため、産業委員会法の下では、「苦汗」労働者は、

「社会的賃金」の前提である、継続的・長期的な関係の下で提供される労働に対する最低賃金率を支給され
るという契約上の権利を黙示的にも与えられることはなかった 74。立法の際にも、問題視されたのは「仕
事（work）が同じにも関わらず使用者により賃金が異なる」ことであった 75。そして立法時に重視された
点は、一定水準まで賃金を引き上げることではなく、悪い（bad）使用者の支払う価格（price）を良い

（good）使用者の水準まで引き上げることであった 76。こうした理由のために、産業委員会は、最低量の仕
事（minimum amount of work）や雇用から導かれる最低所得（minimum income）、賃金率の設定時に生計
費（cost of living）といった要素を考慮に入れる「社会的賃金」を労働者に保障するような権限を与えられ
た制度ではなかった 77。

コモン・ロー上でも労働者に支払われる「市場賃金」と被用者に支払われる「社会的賃金」とは明確に
区別されていた。例えば France v James Coombe & Co 78では、産業委員会法における最低賃金は、「雇用さ
れているすべての時間（the whole time that he was employed）」または「実際に従事している時間のみ（only 

during the time when he was actually engaged）」のいずれの時間に対して保障されるかが問題となった 79。
この問題に対して、Buckmaster 卿は「法の下で発せられる命令（Order）が、全般的に（in general）労働
者に対して支給を行うよう、使用者を拘束することを、法は要求していない」とし、「使用者に要求される
ことは、実際に履行された労働（work actually done）あるいは法的な雇用（statutory employment）のも
と費やされる時間（time spent）に対して、労働者が、少なくとも最低報酬率（minimum rate of remunera-

tion）を享受することである」と述べた 80。また、Warrington 卿は「産業委員会法という制度は、明白に、
いわゆる労働者と呼称され、肉体作業（manual operation）を履行する産業において雇用される特定の階級

（particular class）の者に対して最低賃金を支給する制度である」と述べた 81。このように、産業委員会法
において保障される最低賃金とは、雇用に起因する所得（income）あるいは報酬という形式で労働者が享
受する権利を有するものを指すのではなく、労働の価格（price of labour）を参照するものと解されてい
た 82。また、1924年農業賃金（規制）法（Agricultural Wages （Regulation） Act 1924）の下での Pockney v 

70	 Trade Boards Act 1909, s.4 （1）.
71	 Skinner v Jack Breach Ltd （1927） 2 KB 220.
72	 Ibid., at p.225-226, per Lord Hewart.
73	 Adams, supra note 22, p.135-136.
74	 Ibid., p.136.
75	 HL Deb 30 August 1909, Volume2, Columun 1007, per The Lord Privy Seal and Secretary of State for The Colonies （The Earl 

of Crewe）.
76	 Ibid.
77	 Adams, supra note 13, p.53.
78	 France v James Coombe & Co （1929） AC 496.
79	 Ibid., at 497.
80	 Ibid., at 506, per Lord Buckmaster.
81	 Ibid., at 512, per Lord Warrington.
82	 Adams, supra note 22, p.141.
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Atkinson も示唆的である 83。農業賃金（規制）法は、「最低賃金率が適用可能な場合において、農業のため
に労働者を雇用する者は、当該労働者に対して最低賃金率を下回らない賃金率の賃金を支給する」と規定
していた 84。本件では、使用者による合法な（lawful）命令に従うことを拒否し、違法に雇用から離脱し、
契約の履行を拒否した農業労働者に対して、使用者は労働期間（period worked）に関して、週ごとに賃金
を支給しなかった 85。このことについて裁判所は、農業賃金（規制）法及び命令は、農業労働者に対して、
週ごとに最低賃金以上の賃金を支給する義務を使用者に課してはいないと判示した 86。そして、本件にお
いてなされた賃金支給の合意（agreement）は、単に雇用期間（period of employment）の終了時にのみ一
括して（lump sum）支給することを意図していたため、違法とはならなかった 87。Hewart 卿は、本件にお
いて農業労働者は契約不履行のために賃金の支給を受けることはできないとしながらも、「法に従って賃
金を支給することについて労使間の合意がある場合、労働者自身による契約違反があればその合意は無効
になるが、それでも法が規定する賃金率に基づいて、実際に労働した特定の期間（broken period of actual 

work）に関して、使用者側が賃金を支給する義務を、法から黙示的に読み取ることができる」と判示し
た 88。このように、コモン・ロー裁判所は、労働者に対して、実際に仕事をしている期間に対してのみ最
低賃金率が支払われる権利が与えられることを示した 89。以上のことからわかるように、産業委員会法や
農業賃金（規制）法のような最低賃金立法の目的は、（雇用）契約上期待されるもの（contractual expecta-

tions）を保護することではなく、労働力を売買することのできる最低価格（minimum price）を設定するこ
とにあった 90。

このように、20世紀初頭において制定された最低賃金立法において保障された賃金とは、「実際に労働
に従事した時間」や「実際に労働した特定の期間」といった、「提供された労働力」の対価としての賃金、
すなわち「市場賃金」であった。そして、相対的に低い賃金で肉体労働に従事している労働者に対して、
コモン・ロー裁判所が、報酬という契約上の権利（社会的賃金）を黙示的にも認めることは極めて稀な状
況に限られていた 91。雇用に対して報酬が支給されるという契約上の権利が保護されたのは、依然として
主に高い地位を有する被用者に対してであった 92。「市場賃金」が支給される者、「社会的賃金」が支給さ
れる者という区別は明確であり、労働者に「社会的賃金」が支給される機会は極めて稀であった。

３．1945年賃金審議会法における「社会的賃金」

（1）労働者に対する「公正」で「適正な」賃金
労働者に「社会的賃金」の道が拓かれたのは1930年代に入ってからである。1938年道路運搬賃金法

（Road Haulage Wages Act 1938）は、産業委員会の枠組みを前提としていた。一方で、法に基づいて設立
された中央委員会（Central Board）は、あらゆる道路運搬労働者（road haulage workers）に対して支給さ
れる、決定された報酬（fixed remuneration）を、大臣に対して提案する権限を有していた 93。このことに

83	 Pockney v Atkinson （1930） 1 KB 197.
84	 Agricultural Wages （Regulation） Act 1924, s.7（1）.
85	 Supra note 83, at 197.
86	 Ibid.
87	 Ibid.
88	 Ibid. at 210, per Lord Hewart.
89	 Adams, supra note 22, p.142.
90	 Ibid., p.143.
91	 Ibid., p.144.
92	 Ibid.
93	 Road Haulage Wages Act 1938, s.2（1）. なお、賃金規制当局とは、産業委員会や農業賃金（規制）委員会などのことである。
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加え、委員会には、休暇時の報酬（holiday remuneration）の決定についての提案のほか、道路運搬におい
て雇用される労働者の労務提供（service）についての多様な条件（various conditions）に関して提案する
ことも可能であった 94。また、支払われた報酬が不公正（unfair）であると判断した際には、労働者あるい
は労働組合（trade union）は、大臣に対して照会をかけることができた 95。立法時にも、「効率的なドライ
バーと道路における安全性を得るためには、適正な（adequate）賃金が不可欠である」ことが提起されて
いた 96。そして、「ドライバーが得るべき賃金よりも低い賃金を支払うために使用者が有利になることは公
正（fair）ではなく、公正で適正な賃金を支払うことは公共の安全・まともな（decent）使用者、そしてま
ともな被用者の利益になる」と述べられた 97。このように、道路運搬法の目的は、労働者に「市場賃金」を
保障する産業委員会の目的を越えて、労働者に「公正」で「適正な」賃金を保障することにあった。そし
てそれは報酬という用語を用いて表現されていた。

道路運搬法に続いて、1938年有給休暇法（Holidays with Pay Act 1938）が成立した。有給休暇法の下で、
賃金規制当局（wage regulation authority）は、最低賃金率（minimum rate of wages）や法定の報酬（statu-

tory remuneration）が決定されている労働者に対して、当局が指定する期間（duration）について休暇が
認められる権限を与えることができた 98。休暇時に支給される賃金については、立法時において、休暇報
酬（holiday remuneration）と表現された 99。そして、この休暇報酬には、産業ごとの最低賃金率が適用さ
れることと規定された 100。Adams は、報酬という用語が、労働者が働いていない時間であっても、あたか
も働いているかのように支給されるすべてのものを指すものとして、賃金の代わりに徐々に使用されるよ
うになったと指摘する 101。こうして1930年代には、「市場賃金」と対照的に、生計を維持する権利（right 

to subsistence）まで賃金を引き上げるために法制度が保障した最低報酬率（社会的賃金）が明確に意識さ
れるようになった 102。つまり、労働者に対して「社会的賃金」を保障する道が拓かれていったのである。

第二次世界大戦中の1940年には、戦時中の継続的な生産を保障する観点から不可欠業務命令（Essential 

Work Order）が制定された。当時、「報酬は、その職務（job）に対する報酬に基づくであろう。（…）専門
職（professional man）が専門職の仕事を頼まれれば、専門職の報酬を受ける。肉体労働の仕事を頼まれれ
ば、肉体労働の報酬を受ける。一般的な原則は、その職務に対して報酬が支給されるということである」
という議論がなされていた 103。例えば1941年の命令では、徴用されるすべての人には、元々が労働者であ
ろうと被用者であろうと、雇用に付随し、支給（pay）・手当（allowance）・休暇（leave）などについては、
同じ条件（conditions of service）が適用された 104。労働者が受け取る賃金は、商品化された労働力の提供
に対してではなく、雇用に付随する戦時労務提供（war service）に対して支給されるものであったため、
金銭評価できる商品（tangible goods）の価格とはもはやみなされなかった 105。

第二次世界大戦の影響の１つは、生計維持のための安定的な雇用に依拠する「一元的（unitary）」な階

94	 Ibid., s.2（2）（3）. なお、提案が提出された際、大臣は、中央委員会に対して再議に付す必要があると思料しない場合は、た
だちに提案に効力を与える命令（道路運搬賃金命令（road haulage wages order））を発することが規定されていた（s.3（1））。

95	 Ibid., s.4（1）.
96	 HC Deb 11 May 1938, Volume335, Columun1629, per Mr. Holdsworth.
97	 Ibid., Columun1630, per Mr. Holdsworth. 条文上は労働者（worker）であるが、発言上では被用者（employee）が用いら

れている。
98	 Holidays with Pay Act 1938, s.1（1）.
99	 HL Deb 25 July 1938, Volume110, Columun1096, per Lord Templemore.
100	Supra note 98, s.2（1）.
101	Adams, supra note 22, p.150.
102	Ibid.
103	HC Deb 22 May 1940, Volume361, Columun156, per Mr. Atlee.
104	Essential Work （Merchant Navy） Order 1941, s.3.
105	Adams, supra note 22, p.154.
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級を生み出したことでもあった 106。Deakin と Wilkinson によれば、こうした「一元的」モデルがすべての
賃金稼得者（wage-earners）へと拡大したのは、1946年国民保険法（National Insurance Act 1946）の制定
という社会立法における改革の文脈においてであった 107。国民保険法の基礎となったベヴァリッジ報告で
は、被用者の異なるカテゴリー間の区別が廃止された 108。Adams は、こうした「一元的」モデルを、関係
的契約モデル（relational contractual model）の再現と表現している 109。封建時代の関係的契約モデルは、
テニュアの概念を用いることにより、労務提供と社会的保護の相互義務を労使関係に組み込んでいた 110。
ただし、「一元的」モデルにおいては、テニュアの機能を果たすのはマスターではなく企業であり、企業は
人や資源（persons and resources）を保護する責任を負うことになった。給与を受ける被用者（salaried 

employee）が誠実に労務を提供する契約上の義務と、産業革命前のサーバントの服従（obedience）義務
が類似するものとされた。そして、「生計維持可能な賃金（subsistence wage）」を前提として、「一元的」
モデルの中で、服従と依存、及び安定と保護とが結びつけられ得るものとされようになった。そして議会
は、賃金規制の法的枠組みの基礎として「市場賃金」ではなく「社会的賃金（報酬）」を活用することを模
索し始めたのである 111。

（2）1945年最低賃金審議会法の成立
こうした「一元的」モデルは、1945年賃金審議会法（Wages Councils Act 1945）において結実した。労

働大臣であった Ernest Bevin は、賃金審議会法の目的として「自主的な機構（voluntary machinery）が不
十分、あるいは合理的な水準（reasonable standards）が存在しないか、維持できない場合に、審議会を設
立する権限を規定すること」を挙げている 112。そして賃金審議会法においては、労働者の報酬を効果的に
調整するには既存の機構が不十分であると思料する場合、あるいは当該機構が存在しなくなるか不十分に
なる可能性がある場合、そして労働者の報酬の合理的な水準（reasonable standard of remuneration）が維
持されない可能性がある場合に、大臣は賃金審議会を設立すべきかどうかを諮問委員会（commission of 

inquiry）に諮問することができた 113。賃金審議会法における報酬とは「労働者が雇用（employment）に関
して使用者から金銭（cash）で取得した、または取得する予定の額（amount）」と定義された 114。Adams

によれば、賃金審議会法は、賃金率（payment of the rate）を参照する際に「労働（labour）」ではなく「雇
用（employment）」を用いることにより、合理的な報酬を受ける権利と、誠実な労務提供（faithful service）
及び安定的な雇用（stable employment）によって特徴づけられる関係の存在との（コモン・ローにおいて
形成されてきた）連関を内在化したのである 115。また、Adams によれば、賃金審議会法の背景となる思想
は国民保険法と一貫していた 116。すなわち、賃金審議会法は、国民保険法と同様にテニュアの概念を用い
ることで、「被用者による誠実にサービスを提供する義務」と「使用者による社会的保護」の相互義務を前
提とした「一元的」雇用関係モデルを前提としていた 117。そして、賃金審議会法は、報酬という用語を用

106	Ibid., p.155.
107	Deakin and Wilkinson, supra note 64., p.94.
108	Social Insurance and Allied Services Cmd. 6404, November 1942, at para. 314.
109	Adams, supra note 22, p.156.
110	Ibid.
111	Ibid., p.156-157.
112	HC Deb 16 January 1945, Volume407, Columun70, per Ernest Bevin.
113	Wages Councils Act 1945, s.3.
114	Ibid., s.13（1）.
115	Adams, supra note 22, p.157.
116	Ibid., p.158.
117	Ibid.
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いることにより、「賃金」の権利の不安定性を「給与」の安定性へと変換することに寄与した 118。Bevin は
「報酬を参照すること（reference to remuneration）は、賃金率（rate to wage）を参照するよりも幅広い。
なぜならそれは法的に異なる意味合いを持ち、委員会（boards）に幅広い権限を与えるからである」と述
べている 119。また Bevin は、賃金審議会法について、「戦時から平時へと移行する準備を整え、安定性

（stability）をもたらすために不可欠（imperative）」であるしている 120。それは、戦間期においては「急速
なインフレと激しいデフレ」のために、「管理不能となった激しい変化に見合う」労働条件を交渉によって
調整することが、どの産業においても不可能であった経験に基づくものであった 121。このように、イギリ
スにおいては第二次世界大戦を契機として、給与を支払われる被用者と、従属的賃金労働者（subordinate 

and dependent wage worker）とが徐々に同化した 122。そして、賃金審議会法は、かつて産業委員会が果た
した「労働市場における労働力と賃金の取引」を遵守させる役割のみならず、生計維持が可能な賃金と誠
実な労務提供をも保障する役割を担うことになった 123。すなわち、賃金審議会法は、「報酬」という用語を
用いることで、賃金労働者に対して、「市場賃金」のみならず「社会的賃金」をも保障することを企図した
制度として構築されたのである。

賃金審議会法ができる以前にも、こうした考えは判決の中に表れていた。In re Decision of Walker 124で
は、市参事会（City Council）の吏員（staff）の賃金を決定する際に、戦争のために増加した生計費を賄う
ために報酬を増額してほしいという要望を受け、子供手当（child allowance）を支払うことにした。地方
会計検査官（district auditor）は、生計費を考慮に入れることは裁量の範囲外であるという理由により、当
該手当を認めなかった。しかし裁判所は、参事会の幅広い法定裁量の行使を認めた。Du Parco判事は、「考
慮に入れることが明らかに正しい問題の１つは生計費（cost of living）である」と述べ、「生計費の増加は
明らかに給与を決定する際に考慮しなければならない問題である」と判示した 125。そして、「不満もなく受
け入れる可能性が高い最低給与（minimum salary）はいくらだろうか？」という問いに対して「被用者自
身やその被扶養者にとっての妥当な生活水準を維持するために被用者が必要とする金額を評価することな
しにその問題に答えることはできない」と判示した 126。本件と同様の問題が戦間期にRoberts v Hopwood 127

において争われたが、その際には、「合理的な賃金（reasonable wage）は労働市場の状況によって決まる」
として検査官の判断が認められた 128。しかし、賃金審議会法が制定される頃には、裁判所は In re Decision 

of Walker に見られるように生計費を認めるよう判断を変更した。このことから、裁判所もまた賃金を「市
場賃金」ではなく「社会的賃金」とみなす見解をとるようになっていたことがわかる。

これまで見てきたように、「報酬」とは本来雇用契約に基づき被用者に支払われるものであった。その水
準も生計維持の機能を備えた「社会的賃金」として支給された。賃金審議会法においては、「自主的な機
構」が存在しないような産業を対象としながら、「報酬」という用語が用いられた。それは、戦間期におけ
る道路運搬法・有給休暇法の流れを汲みながら第二次世界大戦を経て確立した「一元的」モデルが影響し
ている。すなわち、同モデルの成立により、被用者に支給されていた「社会的賃金」が労働者にも適用拡

118	Ibid.
119	HC Deb 16 January 1945, Volume407, Columun78, per Ernest Bevin.
120	Ibid., Columun70, per Ernest Bevin.
121	Ibid.
122	Adams, supra note 22, p.158.
123	Ibid.
124	In re Decision of Walker （1944） KB 644.
125	Ibid. at 651, per Du Parco L.J.
126	Ibid. at 653, per Du Parco L.J.
127	Roberts v Hopwood （1925） AC 578.
128	Ibid., at 600, per Lord Atkinson. 
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大されたのである。20世紀初頭の最低賃金立法とは異なり、第二次世界大戦後の最低賃金立法は、労働者
の生計維持を「適正な最低賃金水準」の考慮要素として明確に意識していたことがわかる。

４．むすびに代えて

本稿では、Zoe Adams が提示した「市場賃金」及び「社会的賃金」という２つの分析概念を用いてイギ
リスの最低賃金制度を歴史的に分析した。封建体制の下でのテニュアは、「雇用の社会的費用」を使用者に
転嫁する「社会的賃金」の形態であり、労働者の生計維持の費用を負担する義務を使用者に負わせた。そ
の後、19世紀末までには、被用者は引き続き「社会的賃金」を得ることができていた一方で、労働者は、

「市場賃金」しか得ることができなかった。こうした「苦汗」労働対策として制定された初期の最低賃金立
法もまた「市場賃金」の遵守を使用者に義務付けるのみであり、「社会的賃金」を労働者に対して保障する
ような権限をもたらすことはなかった。しかし、戦間期の変化、第二次世界大戦後の「一元的」モデルの
成立の過程で、労働者に対しても、生計費を考慮要素とした「社会的賃金」を、「報酬」という用語を用い
ることで賃金審議会法は保障するようになった。このように、最低賃金制度を、「労働の対価としての賃金
の最低額を保障する制度」である「市場賃金の保障」をする制度と、「生計維持機能を担う制度」である

「社会的賃金の保障」をする制度とに区別して分析することで、イギリスにおける最低賃金制度の位置づけ
の変遷の輪郭を浮き彫りにすることができた。イギリス最低賃金制度の歴史分析から、最低賃金法制を

「市場賃金」と「社会的賃金」のいずれを前提とした制度とすべきか、ということが、最低賃金を決定する
際の考慮要素（基準）をいかなるものとするかという問題を考えるに当たって、その基底をなすことが、
示されたといえよう。そして、こうした視点を持つことは、労働法学及び社会保障法学における最低賃金
制度の位置づけを明確にし、「適正な最低賃金水準」として何を考慮要素に入れるべきかの検討に資するも
のと考える。

本稿では、「市場賃金」と「社会的賃金」という２つの分析概念を用いて最低賃金制度を歴史的に分析す
る例として、イギリスの賃金審議会法において用いられた「報酬」という用語の歴史的展開を取り上げた。
だが、周知のとおり、イギリスにおける最低賃金制度は、その後、賃金審議会法の廃止、そして1998年全
国最低賃金法（National Minimum Wage Act 1998）の制定、全国生活賃金（National living Wage）の導入
へと展開している。賃金審議会法の運用とその問題点、及び同法成立以後のイギリス最低賃金法制につい
ての「市場賃金」と「社会的賃金」という分析概念を用いた検討は、今後の課題としたい。
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